
厚生労働科学研究費補助金

ポピュレーションアプローチによる認知症予防のための
社会参加支援の地域介入研究

平成 ２９年度
終 了 課 題

認知症政策研究事業

社会参加支援の地域介入研究

平成27年度～平成２９年度 研究成果の概要

研究代表者 竹田徳則



背景

• 認知症の予防策の構築はわが国のみならず世界的な課題
• 社会的要因も認知症発症リスクだが
これに着目した地域介入研究はない

• 愛知県武豊町で「憩いのサロン」事業
を地域介入研究として継続中



研究目的

• 本研究の目的は，通いの場（サロン）を活用した地域
介入と，追跡データの分析による認知症予防効果の
検証，サロン参加による心理社会的波及効果を明ら
かにすること



研究方法

• 多市町からの大規模データ収集
・日本老年学的評価研究（JAGES）
プロジェクト参加自治体に調査協力依頼プロジェクト参加自治体に調査協力依頼

• 既存データ及び新規調査データの分析
・縦断データ分析/横断データ分析

• ツールやシステム開発
・認知症発症関連要因の地域診断（サロン）支援システム開発



結果 縦断分析
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結果 横断データ分析



結果 横断データ分析
JAGESプロジェクト参加8市町通いの場155箇所

プログラム傾向

全体：健康体操/お茶おしゃべり/室内ゲーム
各市町：傾向様々 例Ｄ市 手工芸多い

男性ボランティア代表通いの場
・健康講話
女性ボランティア代表通いの場
・手工芸



結果
地域診断（サロン）支援システム開発

・インプット：ボランティア総数や高齢者人口当たりのボランティア実施者割合など（9項目）
・プロセス：サロンなど拠点数や1カ所当たりボランティア人数など（7項目）
・アウトプット：延べ参加人数や実参加人数など（4項目）
・環境：人口密度：市町村間・小地域間比較や公園数など（5項目）
・個人：参加者の平均年齢や参加開始時点の運動機能低下者割合など（38項目）
・中間アウトカム：サロンの日に歩く時間が長い人の割合など（7項目）
・アウトカム：サロン参加後の虚弱者や運動機能低下者割合など（81項目）
・インパクト：参加前の要支援・要介護認定率や参加後の認知症を伴う認定率など（9項目）



考察



結論

１．社会参加通いの場への非参加者に比べ参加者では

７年間で認知症発症3割減の予防効果を検証
２．通いの場参加者には，要介護リスク者が従来の二次

予防事業より多く参加

３．通いの場参加による良好な心理社会的波及効果を３．通いの場参加による良好な心理社会的波及効果を

確認

４．通いの場の多拠点化による社会参加促進と地域診断
支援システムの活用により，根拠に基づく認知症予防事
業展開とその評価が可能


